20040525ミニテストの結果、私の説明の意味、および資料が必ずしもよく理解されていないので、再度、かみくだいて補足説明。

1、 2002(H14)年度の日本の全法人企業の売り上げ高は、約1330兆円だった。(正答率6割)・・・法人企業統計の正確な数字を書いた人も、もちろん何人かいた。
2、 同年の法人企業の付加価値の総額は、約258兆円だった。(正答率は1より少し高い)・・以上、1，2問については、もう一度詳しくあとで説明。
3、 ノアの洪水よりも古い、洪水前期的、・・・・前期的資本

4、 基本的生産手段である土地の共有(共同体所有)、動産の私的所有＝私的所有の契機
5、 労働力の商品化を歴史上における近代産業資本主義の決定的メルクマールとする理由：
　

すでに配布した統計：「最近40年間の日本の労働力調査」を今一度、じっくり見てほしい。これは、基礎的基本的な統計である。何回かじっくり見て考えるに値する日本経済の歴史と現状に関するの基本統計である。(今回の資料では、1995-2000年の労働力調査を掲載)

就業者と非就業者の人口構造(全人口にしめる割合)は、少子高齢化の進展を示すものであり、その点を確認し、今後の日本経済を考えていく上でも、重要な統計である。

子供や高齢者を仕事している世代(就業者の世代)が、扶養する、というのは人類社会の原理原則であり。

「姥捨て山」の童話(民話)が物語るように、老人問題は古来の問題の一つであり、働けなくなった人々を働ける人々が扶養するというのは、いつの時代にもあったことである。高度に生産技術・科学技術が発達した現代社会が、老人や子供を扶養できないはずがない。扶養できないとすれば、経済のシステムに問題がある。国と地方の公共の役割、日本経済を担う法人企業群の役割
、それらと個人・家族の役割、これらに関する根本的な熟慮が必要である。そうではないか？　この間の年金改正法案、それに関する国会審議は何を露呈したか？　政府などが国民に十分な制度設計を示したか？　そうでないとすれば、国民自身がこの問題をしっかり考えていく必要がある。

　さて、ミニテスト設問との関連で特筆すべきは、自営業者・その家族従業員が大幅に減少し、唯一大幅に増えているのが、雇用者(サラリーマン＝給与労働者)だ、ということである。

例：　戦後日本経済の発展史・・・農村・農民社会から都市・サラリーマン社会になった(就業構造の根本的変化)のは、日本は第二次世界大戦後のことである。

社会の圧倒的多数の働く人々が、サラリーマン(｢労働｣の対価としてサラリー＝給与を得て生活する)になったというのは、世界史的に見て驚異的なことである。

世界のいたるところでまだ、農民(農村民)が多い地域がある。講義を受けている学生諸君の中に、中国の留学生も何人かいるが、まさにお隣の中国はそうであろう。

現在、中国は急速に都市化＝工業化を進めている。現在の中国の工業化の状況は、専門研究者の間でよく、日本の1960年代から70年代の高度成長期と対比される。

農民・農村人口が減少し、人々が都会(都市)に集中し、その都市では、サラリーマン(給与所得者)として、給料を得て、労働・仕事を提供して、生活する。

労働力商品＝貨幣　の交換関係

売り手(サラリーマン)＝買い手(法人企業)

商品は労働力、価格は給料の額。

売り渡した商品は、企業が使用する。労働力を商品として売った以上、それを使うのは企業(法人)であり、企業・会社の中での仕事(労働)が、労働力商品の利用の仕方である。

労働力(人間の肉体にある諸能力・エネルギー)と労働(＝活動状態・能力エネルギーの発揮発動の状態)との違いに注意が必要。

企業は、一定の雇用条件（週労働時間、週休、年休、残業手当その他）で、労働力を購入し、企業の中で使用する。労働する能力(労働力)を実際に動かしている(労働)のが、企業の中の働く現場。

この経済生活は、労働する能力＝労働力＝働く能力を企業(法人・・・現代日本では圧倒的に株式会社が多い)に売って、その企業の中で仕事をする(労働する)ことによって成り立つ。

　2000年を例にとれば、就業者数6446万人のうち、雇用者が5356万人に達している。82％ほどに達している。

　　　最近の就業者数・雇用者数の推移(総務省：｢労働力調査｣) 

	 
	就業者数
	雇用者数

	
	 
　　　万人 
	前年差

　　　万人
	 
　　　万人 
	前年差

　　　万人
	短時間女性
雇用者数・万人

	
1995年
96
97
98
99
2000年


	
6,457
6,486
6,557
6,514
6,462
6,446


	
4
29
71
-43
-52
-16


	
5,263
5,322
5,391
5,368
5,331
5,356


	
27
59
69
-23
-37
25


	632
692
746
756
773
754


	
	 
	 
	 
	 
	 

	
調査機関 
	
出所：総務省「労働力調査」 


 

　現在最も広く使われている経済学教科書(経済学のノーベル賞受賞者スティグリッツの『マクロ経済学』
を取り上げよう)では、「経済学者の意見が一致している重要な点」として、①希少性Scarcity, ②インセンティヴIncentives、③取引と貿易Trades、④価格Pricesの4つがあるとする
。

このそれぞれについてコメントするべきことはあるが、それは別の機会にすることとし、「賃金」と｢働くこと｣との関係だけに限定して、｢労働力商品化｣の歴史的意味合いを補足しておきたい。

p.4「インセンティブ」・・・「適切なインセンティブを提供することは、基本的な経済問題である。現代の市場経済においては、利潤は企業に個人が望むものを生産するようにインセンティヴを与え、賃金は個人に働くインセンティブをもたらす。所有権もまた人々に、投資や貯蓄だけでなく、彼らの資産を最善の方法で用いようという、重要なインセンティブを与える」と。

  企業(資本)の目的が利潤G→G’（＝G+デルタg）であること、その目的の達成のためには市場で商品を販売（W’－G’）しなければならず、したがって社会(諸個人)が欲求し、必要とし、望むもの(効用のあるもの)を生産し販売する必要があること、まさに資本主義的市場経済の原理を｢インセンティブ｣と表現している。

　ところで、｢個人に働くインセンティヴをもたらす｣ものは、｢賃金｣であろうか？

　現代社会、資本主義社会において、諸個人に｢働くインセンティヴ｣をもたらすのは、賃金だろうか？

　基本的な歴史的発展が与えている条件が、忘れられてはならない。

　賃金は、生きていくため、生活のためである。人々(人類)は、歴史上、生きていくために、賃金を稼ぐなどと言うことをしない時代の方が、長い期間であった。生きるために、自然に働きかけること、生活物資を獲得するために労働すること、これは人類が、猿から発達して人類に成長して以降、人類にとって普遍的なことである。生活のために働く、労働の中に生存の必要と喜びを見出す、ことは古来、人類の伝統である。｢働くインセンティブ｣自体は、｢賃金｣とは無関係である。

賃金を得て働くと言うのは、歴史上、きわめて新しいことである。

　なぜ、賃金を得て働くようになったのか？　働くためには、賃金を得るほか、手段がなくなったからである。働くための手段、労働のための手段(労働手段)と労働する対象(労働対象)、すなわち、生産物を生産するための手段(生産手段)が、実際に働く・労働する人々から切り離されたからである。

労働対象・労働手段が自分(働く人・労働する人)の所有でなくなったこと、すなわち、労働する人・働く人は生産手段を失ったこと、労働力しか持っていないこと、したがって生産手段(労働手段と労働対象)を所有している人々（他人・法人）に労働力を売る以外に、生活できなくなったこと、これが基礎にある。

あるいはさらに、生活条件を良くするためには、小農民や小手工業者などが自分で持っている小規模な生産手段（労働手段や労働対象）で生産するよりも、科学技術の成果を取り込んだ近代的大工業・機械制大工業・大企業の方が生産が有利(大量・低廉・楽＝少量の労働で大量の生産物)だからである。小規模な農民の生産能力よりも、協業と分業を有機的に編制した機械制の大工業・大企業のほうが、はるかに高度な生産能力を持つ(発揮する)からである。

そうしたことは、歴史の発展とともに生じた。労働力の発展、生産力の発展がその背景にあった。

現代に近づけば近づくほど、生産のやり方として近代産業資本が発展するればするほど、、圧倒的な人々は、より豊かな生活を求めて、農村でもっていた生きていくための手段(農地・農機具・農具など)を棄て、高度な生産手段を持つ企業・法人に、労働力を売るようになる。

資本主義の生成史、封建社会から資本制の社会に移行する過程で、日々増大する社会の人々が、生産手段を喪失し、場合によっては奪われた。彼らは、生きるために労働能力(労働力)しかないからである。

しかし他方で、生産手段(労働手段・労働対象)は、それ自体としては、何も富を生み出さない。労働と結合して初めて生産手段が生きる。生産手段は、人間の労働なしには、すなわち、自動的には価値は増えない。富を新しく生み出す・増やすのは人間の労働である。

人間の労働が、生産手段を生き返らせる。生産手段の所有は、何も富を維持することではない。放置された生産手段（たとえばストライキで停止した工場）は、無駄なものでしかなく、時々刻々と価値を減らすだけである。

　上で見た箇所でスティグリッツは、歴史的に成立した結果としての目の前の現実を歴史的批判的に見ることをしていない。

働く人間が、生産手段をもたず、労働力を販売せざるを得ないのは、一方で生産手段(労働手段と労働対象)が資本の下に(資本を所有する企業に)集中する、他方で、労働能力を持ったものは生産手段から切り離される、この歴史的発展の結果なのである。

商品経済と工業の発展は、生産手段が資本となることを必然化した。個々の農民・手工業は社会の歴史的発展の中で生産手段を失った。その傾向は、日本の統計が示すように最近40年間に急速に進展した。すなわち労働力の商品化は、戦後日本に限ってみても、統計が示すように、ものすごい勢いで進行したことなのである。

世界はまさにその傾向を推し進めている。生産力の発達・商品貨幣経済＝市場経済の発達が、それを必然化している。

「所有権もまた人々に、投資や貯蓄だけでなく、彼らの資産を最善の方法で用いようという、重要なインセンティブを与える」というのも、説明にはなっていない。資本主義的商品経済における所有(資本の増殖が必然化している社会)、そこでの私的資本間の競争など媒介項が必要であり、批判的コメントが必要だが、別の機会に行おう。

付加価値統計(下記、第５表)の各項目、すなわち、①人件費、②利子・割引料、③不動産等賃借料、④租税公課、⑤営業純益をよく見つめて欲しい。

下記の説明は、そのためのものである。

　　　　　　　　　　　　　　Ar(労働者
)(＝v
)　　　　　 　　　    ｍ＝剰余価値

近代産業資本　G(貨幣
)－W(商品
)・・・・P(生産過程
)・・・(c＋v＋m)＝W’―G’
　　　　　　　　　　　　　Pm(生産手段)（＝ｃ
）　　   　　　　　v＋m＝付加価値
付加価値と剰余価値
の違い・・・・注意せよ
。

また、購入する最初の商品W(労働力ｖと生産手段ｃ)と、生産の結果としてのW’（ｃ+ｖ+ｍ）の違いに注意せよ。

現代日本の産業資本(法人企業)の全体について、財務省法人企業統計(下記統計)を適用すると、どのようになるか？

売上高（G’）はH14（2002年）の場合、約1330兆円(正確には13,268,020億円)
	年次別法人企業統計調査（平成１４年）について

	第１表　売上高の推移

	(単位：億円、％)

	年　度
区　分
10

11

12

13

14

　
増加率
　
増加率
　
増加率
　
増加率
　
増加率
全産業
13,813,377

△5.9

13,834,639

0.2

14,350,278

3.7

13,382,065

△6.7

13,268,020

△0.9

　製造業
3,864,940

△7.8

3,952,553

2.3

4,209,817

6.5

3,828,584

△9.1

3,775,312

△1.4

　　食料品
436,774

△4.7

488,264

11.8

516,196

5.7

427,092

△17.3

446,977

4.7

　　出版・印刷
178,118

△14.9

196,770

10.5

171,735

△12.7

196,174

14.2

175,950

△10.3

　　化学
349,109

△1.4

346,421

△0.8

374,838

8.2

356,065

△5.0

359,496

1.0

　　金属製品
204,717

△5.9

187,868

△8.2

228,977

21.9

197,490

△13.8

169,866

△14.0

　　一般機械
266,797

△14.1

264,047

△1.0

281,240

6.5

262,320

△6.7

270,826

3.2

　　電気機械
789,259

△2.6

822,345

4.2

894,342

8.8

738,542

△17.4

684,730

△7.3

　　輸送用機械
458,157

△3.2

455,608

△0.6

467,963

2.7

468,445

0.1

487,901

4.2

　非製造業
9,948,436

△5.1

9,882,085

△0.7

10,140,461

2.6

9,553,482

△5.8

9,492,707

△0.6

　　建設業
1,519,230

△5.2

1,443,674

△5.0

1,445,454

0.1

1,393,537

△3.6

1,354,464

△2.8

　　卸・小売業
5,424,933

△8.2

5,504,607

1.5

5,535,824

0.6

5,276,249

△4.7

5,164,403

△2.1

　　不動産業
330,887

△1.7

323,705

△2.2

299,054

△7.6

318,582

6.5

334,761

5.1

　　運輸・通信業
770,603

6.7

685,542

△11.0

764,585

11.5

748,698

△2.1

769,382

2.8

　　電気業
159,621

△3.3

159,013

△0.4

163,702

2.9

160,658

△1.9

155,553

△3.2

　　サービス業
1,655,239

0.5

1,675,446

1.2

1,835,464

9.6

1,559,182

△15.1

1,613,375

3.5

資本金
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　10億円以上

5,120,674

△7.0

5,072,577

△0.9

5,269,673

3.9

5,125,371

△2.7

5,007,745

△2.3

　1億円～10億円

2,107,070

0.4

2,094,126

△0.6

2,167,131

3.5

1,970,251

△9.1

2,032,211

3.1

　1,000万円～1億円

5,539,407

△5.9
5,553,486

0.3

5,926,357

6.7

5,265,085

△11.2

5,229,188

△0.7

　1,000万円未満

1,046,226

△11.4

1,114,449

6.5

987,118

△11.4

1,021,358

3.5

998,875

△2.2




財務省統計が示すように、「付加価値＝人件費＋支払利息・割引料＋動産・不動産賃借料＋租税公課＋営業純益」
付加価値
(v
＋m
)は、H14(2004年)の場合、つぎのようである。

「付加価値は257兆8,691億円で、前年度（256兆8,917億円）を9,774億円上回った（増加率0.4％）。
　付加価値の構成比をみると、営業純益は1.2ポイント、動産・不動産賃借料は0.4ポイント、租税公課は0.1ポイントそれぞれ前年度を上回ったが、人件費は1.4ポイント、支払利息・割引料は0.3ポイントそれぞれ前年度を下回った。また、付加価値率は19.4％で、前年度比0.2ポイントの上昇となり、労働生産性は712万円と前年度（695万円）を17万円上回った。」
	第５表　付加価値の構成

	(単位：億円、％)


	年　度

	区　分


	
	10
	11
	12
	13
	14

	
	　
	構成比
	　
	構成比
	　
	構成比
	　
	構成比
	　
	構成比

	付加価値
	2,704,127
	100.0
	2,675,469
	100.0
	2,766,294
	100.0
	2,568,917
	100.0
	2,578,691
	100.0

	　人件費
	2,033,555
	75.2
	2,019,617
	75.5
	2,025,373
	73.2
	1,928,607
	75.1
	1,899,189
	73.7

	　支払利息・割引料
	182,101
	6.7
	144,427
	5.4
	135,564
	4.9
	116,524
	4.5
	109,119
	4.2

	　動産・不動産賃借料
	273,979
	10.2
	249,560
	9.3
	256,993
	9.3
	247,182
	9.6
	258,664
	10.0

	　租税公課
	143,363
	5.3
	113,593
	4.3
	107,279
	3.9
	97,515
	3.8
	100,415
	3.9

	　営業純益
	71,129
	2.6
	148,272
	5.5
	241,085
	8.7
	179,089
	7.0
	211,304
	8.2

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	付加価値率
	19.6
	19.4
	19.3
	19.2
	19.4

	労働生産性(万円)
	712
	694
	702
	695
	712


	（注）１
	．付加価値＝人件費＋支払利息・割引料＋動産・不動産賃借料＋租税公課＋営業純益

	２
	．営業純益＝営業利益－支払利息・割引料

	３
	．付加価値率＝
 付加価値  
×100
売上高

	４
	．労働生産性＝
 付加価値 
従業員数


	


H14(2002年)度の売上高（G’＝c+v+m）=約1330兆円(正確には13,268,020億円)
同年の生産過程における付加価値(v+m)＝約258兆円(正確には2,578,691億円)、

したがってc部分
, すなわち、生産過程において価値が不変(コンスタントconstant)で、売り上げられた新しい商品（w’）に価値が移転しただけの額(原材料等の流動資本と固定資本償却費などの合計)は、

約1069兆円（正確には、13,268,020億円マイナス2,578,691億円＝10,689,329億円）

すなわち、

2002年度売上高＝13,268,020億円＝ｃ+ｖ+ｍ

　　　　　　　　　　　　　　　　　＝10,689,329億円（ｃ）+2,578,691億円（ｖ+ｍ）　

　
H14(2002)における法人企業の100の売り上げのうち、c＝80.6、v+m=19.4　という割合である。パーセンテージで表現すると、ｃ＝80.6％、v＋m=19.4％.

つまり、現代日本の「法人企業の売上高」を総体としてみれば(つまり産業部門別、企業規模別に資本の有機的構成は違うのであるが、そうした産業部門別個別資本別の違いをさしあたり度外視して大量的現象を総括すれば)、生産物の価値は、次のような価値構成となっている。

不変資本部分cと（可変資本v＋剰余価値m）部分の比率は、４：１

ということである。

労働生産性は、（法人企業規模別などの違いを度外視して、総従業員数が生産した総付加価値額について）、従業員一人当たりの付加価値額（ｖ+ｍ）で表現されている。　　

それは、H14(2002)年度の場合、712万円である。

このうち、人件費の占める割合が73.7％なので、一人当たりでいうと、524万7440円、約525万円が人件費ｖということになる。187万円が、剰余価値mとなる。法人が獲得するこの剰余価値が、さまざまに配分される(付加価値構成を見よ)。

-------------------------　

日本の法人企業にとって、以上のような営業上の成績（営業利益）は最終的な利益と直結しない。営業外の収益と損失とがある。つまり、経常利益
(個別企業によっては損失)が問題になる。

法人企業の経常利益と営業利益の関係は、財務省統計によれば、つぎのようになっている。H14の場合、営業利益が320,423億円、経常利益はそれより少なく310,049億円　となっている。

H10からH14の｢不況期｣においては、営業的に設けたものを営業以外の業務で失い、経常利益としてはすくなくなっていることがわかる。H14年の場合、1兆374億円のマイナス(損失を出している)である。H10の場合、約4兆円のマイナス、H11の場合、約2兆3千億円のマイナスである。営業外の収益と損失の差額に関して、日本の法人企業全体として、差し引きで営業外損失が大きかった、ということである。したがてって、営業で上げた収益を減らしてしまった、ということである。

	第２表　経常利益の推移

	(単位：億円、％)


	年　度

	区　分


	
	10
	11
	12
	13
	14

	
	　
	増加率
	　
	増加率
	　
	増加率
	　
	増加率
	　
	増加率

	全産業
	211,642
	△23.9
	269,233
	27.2
	358,660
	33.2
	282,469
	△21.2
	310,049
	9.8

	　製造業
	90,442
	△34.2
	112,966
	24.9
	164,259
	45.4
	106,166
	△35.4
	121,391
	14.3

	　　食料品
	12,391
	33.6
	17,699
	42.8
	15,714
	△11.2
	12,635
	△19.6
	12,702
	0.5

	　　出版・印刷
	5,908
	△11.2
	6,699
	13.4
	6,884
	2.8
	5,696
	△17.3
	4,813
	△15.5

	　　化学
	22,815
	△4.5
	26,575
	16.5
	31,281
	17.7
	26,042
	△16.7
	27,442
	5.4

	　　金属製品
	1,789
	△70.0
	3,592
	100.8
	5,506
	53.3
	4,788
	△13.0
	3,543
	△26.0

	　　一般機械
	5,074
	△62.5
	4,332
	△14.6
	11,316
	161.2
	7,184
	△36.5
	6,157
	△14.3

	　　電気機械
	12,375
	△52.7
	18,988
	53.4
	35,472
	86.8
	761
	△97.9
	11,926
	1,467.2

	　　輸送用機械
	14,104
	△14.1
	12,922
	△8.4
	16,707
	29.3
	20,730
	24.1
	23,654
	14.1

	　非製造業
	121,200
	△13.8
	156,267
	28.9
	194,401
	24.4
	176,303
	△9.3
	188,658
	7.0

	　　建設業
	24,450
	△7.7
	22,096
	△9.6
	23,240
	5.2
	18,949
	△18.5
	18,124
	△4.4

	　　卸・小売業
	36,608
	△33.4
	52,545
	43.5
	64,586
	22.9
	55,852
	△13.5
	59,412
	6.4

	　　不動産業
	4,334
	*
	10,990
	153.6
	15,730
	43.1
	19,391
	23.3
	23,880
	23.2

	　　運輸・通信業
	19,549
	31.6
	19,883
	1.7
	24,545
	23.4
	20,579
	△16.2
	34,396
	67.1

	　　電気業
	7,100
	△6.3
	10,154
	43.0
	10,901
	7.4
	10,367
	△4.9
	10,040
	△3.1

	　　サービス業
	26,674
	△21.0
	36,655
	37.4
	48,621
	32.6
	44,949
	△7.6
	36,491
	△18.8

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	資本金
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	　10億円以上
	124,481
	△17.6
	153,445
	23.3
	193,945
	26.4
	153,337
	△20.9
	183,480
	19.7

	　1億円～10億円
	31,012
	△13.5
	42,240
	36.2
	50,578
	19.7
	39,565
	△21.8
	46,613
	17.8

	　1,000万円～1億円
	57,437
	△32.3
	77,165
	34.3
	109,678
	42.1
	84,546
	△22.9
	83,706
	△1.0

	　1,000万円未満
	△1,287
	△120.4
	△3,617
	*
	4,459
	*
	5,022
	12.6
	△3,751
	△174.7


　
	(注)　*印は前年同期計数がマイナスのため算出できなかったものである。

	（参考）営業利益の推移

	（参考）営業利益の推移　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(単位：億円、％)


	　　　　　　年　度

	区　分


	
	10
	11
	12
	13
	14

	
	　
	増加率
	　
	増加率
	　
	増加率
	　
	増加率
	　
	増加率

	全産業
	253,230
	△23.4
	292,699
	15.6
	376,649
	28.7
	295,613
	△21.5
	320,423
	8.4

	　製造業
	97,062
	△33.1
	116,214
	19.7
	160,097
	37.8
	102,842
	△35.8
	121,957
	18.6

	　非製造業
	156,168
	△15.9
	176,485
	13.0
	216,552
	22.7
	192,771
	△11.0
	198,465
	3.0


法人企業の当期純利益を出すには、｢経常利益｣に｢特別利益｣を加え、特別損失、および税金をさし引くことが必要。その結果は、つぎのとおり。

　

	第４表　利益処分の推移

	(単位：億円、％)


	年　度

	区　分


	
	10
	11
	12
	13
	14

	
	　
	構成比
	　
	構成比
	　
	構成比
	　
	構成比
	　
	構成比

	当 期 純 利 益
	△5,333
	*
	21,678
	100.0
	84,173
	100.0
	△4,656
	*
	62,230
	100.0

	　役員賞与
	7,693
	*
	6,274
	28.9
	8,064
	9.6
	5,650
	*
	8,967
	14.4

	　配当金
	43,810
	*
	42,206
	194.7
	48,316
	57.4
	44,956
	*
	65,093
	104.6

	　内部留保
	△56,836
	*
	△26,802
	△123.6
	27,793
	33.0
	△55,262
	*
	△11,830
	△19.0


	(注)　当期純利益＝経常利益＋特別利益－特別損失－法人税・住民税


H10-H14において、「構造不況」により当期純利益がでない場合(あるいは少ない年)に、日本の法人企業は、全体として、景気のいいときに溜め込んでいた内部留保を吐き出し、取り崩して、配当金や役員賞与を出している。

上で、日本の現代法人企業は総体として、少なくとも統計が示す（H10-H14、1998-2002年）5年間を見ると、次のような構成をとっている。すなわち、

不変資本部分cと（付加価値＝可変資本v＋剰余価値m）部分の比率は、４：１
2002年度売上高＝ｃ+ｖ+ｍ＝13,268,020億円＝10,689,329億円(c)+2,578,691億円（ｖ+ｍ）
　すでに述べてきたようにｃは、生産手段の価値(価格表現)であり、この中には、機械設備等多年度利用の固定資本の減価償却分と毎年度、生産物に価値が移転する原料・材料・電力など流動資本部分とから構成されている。

　毎年の売上げに価値が移転されるｃは、この固定資本の磨耗分＝減価償却分と流動資本部分からなる。

　だとすれば、巨大な工場の建物・設備、会社(企業)のビルディング(毎期ごとに価値を減少し＝減価償却され、実際には「実物での残余価値＝有形固定資産」と「減価償却の積み立て＝固定資産としての有価証券への転換・積み上げ」)から成り立つなどは、いったいどのくらいの額なのだろうか？

　その点は、財務省・法人企業統計の4半期ごとの統計(固定資産)を見ると、わかる。H14年の四半期データは、Pdf形式になっている（第1期、第2期、第3期、第4期）のでリンクをはることにし、ここにはHTML形式の最新の4半期データをコピーしておこう。　

　
	１．全産業　資産・負債・資本，及び損益

	(単位：億円、％)

	年　期
項　目
実　　　　　績
対前年同期増加率
2002

2003

2002

2003

10-12

1-3

4-6

7-9

10-12

10-12

1-3

4-6

7-9

10-12

推計法人数
1,206,983

1,206,727

1,177,509

1,176,821

1,176,489

-0.1

-0.1

-2.5

-2.5

-2.5

流動資産
5,608,553

5,459,731

5,229,112

5,175,035

5,458,627

-1.8

-0.6

-4.6

-1.4

-2.7

　現金・預金
1,199,820

1,265,832

1,212,012

1,211,684

1,231,842

-3.0

0.6

-1.4

4.9

2.7

　受取手形・売掛金
2,026,165

2,058,510

1,864,285

1,863,917

2,027,643

-1.3

-2.1

-5.2

-2.1

0.1

　棚卸資産
1,144,773

1,003,325

1,042,718

993,168

1,043,968

-6.4

-5.9

-5.9

-7.4

-8.8

　　製品・商品
572,912

530,409

541,718

509,177

522,821

-5.9

-6.0

-7.1

-7.4

-8.7

　　仕掛品
444,577

345,358

366,859

356,467

391,518

-6.7

-7.0

-7.6

-9.7

-11.9

　　原材料・貯蔵品
127,284

127,557

134,141

127,525

129,628

-7.9

-2.6

5.5

-0.8

1.8

　有価証券
144,302

141,897

151,586

151,517

141,635

-9.2

-2.3

2.7

4.6

-1.8

固定資産
6,819,762

6,736,001

6,747,490

6,742,478

6,783,636

-0.2

-0.5

-1.1

0.2

-0.5

　土地
1,647,128

1,631,320

1,703,903

1,714,011

1,722,859

2.0

0.3

5.0

5.1
4.6

　有形固定資産
　(建設仮勘定を含む)

2,962,193

2,945,080

2,850,406

2,776,490

2,793,761

-2.8

-1.7

-5.5

-5.8

-5.7

　投資有価証券
1,082,763

1,063,136

1,099,683

1,140,567

1,155,550

-3.9

-4.6

1.3

6.0

6.7

資産合計
12,462,033

12,222,912

11,999,559

11,942,217

12,268,482

-1.0

-0.5

-2.7

-0.6

-1.6

流動負債
4,997,593

4,899,863

4,708,603

4,679,892

4,889,343

-1.5

-0.5

-3.5

-2.2

-2.2

　支払手形・買掛金
1,694,483

1,680,143

1,556,012

1,537,224

1,685,885

-3.1

-3.6

-3.8

-1.2

-0.5

　短期借入金
1,918,738

1,927,920

1,790,989

1,793,753

1,774,397

1.5

4.2

-7.3

-7.6

-7.5

固定負債
4,152,664

3,937,350

3,862,514

3,796,991

3,847,362

-2.2

-4.7

-7.8

-5.1

-7.4

　社債
544,246

517,277

525,361

509,818

529,172

-3.8

-1.6

-6.4

-1.8

-2.8

　長期借入金
2,641,301

2,497,265

2,396,547

2,304,313

2,337,353

-4.8

-6.0

-8.8

-8.5
-11.5

資本
3,309,726

3,383,700

3,426,231

3,463,005

3,529,295

1.4

4.9

5.1

7.6

6.6

　資本金
819,866

819,894

838,306

823,318

823,907

1.3

1.3

1.2

0.2

0.5

受取手形・割引残高
108,194

103,601

99,497

89,369

86,988

-11.9

-14.1

-11.9

-16.2

-19.6

売上高
3,128,331

3,272,442

2,959,707

3,113,322

3,225,494

-5.0

-1.4

2.4

2.2

3.1

売上原価
2,441,018

2,565,634

2,284,893

2,421,226

2,492,259

-5.1

-1.4

2.1

2.0

2.1

販売費及び一般管理費
596,312

594,571

591,677

605,992

622,246

-7.2

-3.3

3.7

1.8

4.3

営業利益
91,001

112,237

83,137

86,104
110,990

14.2

11.7

4.6

10.3

22.0

受取利息等
10,425

9,095

11,846

8,189

7,387

35.4

-16.2

6.5

-2.9

-29.1

支払利息・割引料
23,718

25,582

23,065

23,465

22,293

-9.4

-6.7

-8.8

-9.0

-6.0

経常利益
90,441

103,277

86,860

78,960

105,726

22.7

10.0

13.6

9.4

16.9

減価償却費
94,312

102,413
86,811

97,147

97,634

5.1

0.5

-5.6

3.4

3.5

人件費
438,438

402,846

415,982

420,469

439,989

-6.7

-4.2

-0.7

-1.4

0.4

人員(百人)

338,402

334,935

349,343

346,258

348,362

-5.7

-4.6

2.5

2.6

2.9






[続きがあります](講義メモでは省略)

上の表で、資産＝流動負債+固定負債＋資本　の基本関係。

統計を見ると、日本の法人企業全体で、2002年から2003年の資産合計は、1200兆円から1250兆円であり、そのうち流動資産(流動資本に対応)が、520兆円から560兆円、固定資産（固定資本に対応）が680兆円程度、だということがわかる。

上の表から、そうした資産構成をもって、3ヶ月間ごとに、300兆円から330兆円程度の売上げを上げている、ということがわかる。

　それでは、10年前、あるいは20年前はどうであったろうか？　これも、財務省(大蔵省)の詳しい4半期ごとの長期時系列の統計があり、それを見る必要がある。あまりに膨大になるので、1981－2000年の20年間に関しては「経済史講義HP」に掲載のデータにリンクを張ることにしておこう。

以下では、そこから、いくつかの年のデータだけをピックアップしておこう。

	全産業

(単位:億円)
	資産合計

(当期末)
	流動負債

(当期末)
	固定負債

(当期末)
	流動＋固定

＝負債総額

	
	
	
	
	

	1985  1～ 3月
	5,594,736.23
	3,199,205.44
	1,381,337.79
	4,580,543.23

	1990  1～ 3月
	　9,564,451.58
	　4,908,750.78
	2,757,167.22
	7,665,918.00

	1995  1～ 3月
	11,696,895.11
	5,305,320.42
	3,860,289.34
	9,165,609.76

	2000  1～ 3月
	12,540,681.05
	5,333,401.17
	4,189,035.57
	9,522,436.74


　1985年から2000年までの15年間に、資産合計が560兆円ほどから、1250兆円ほどに2倍以上に、ふえたことがわかるであろう。それに対応して負債・資本なども増えている。すなわち、経済規模が全体として大きくなっていることがわかるであろう。

　資本、経常利益、従業員数については、上の各時期に対応する期間に、つぎのようであった。

全法人企業の従業員数は、1985年から2000年までの15年間に、1987万人から3294万に増えている。従業員は1.5倍程度の増え方だが、資本額(当期末)は、101.4兆円から、301.5兆円に約3倍になっている。一人の人間が動かす資本がほぼ倍になっているということである。

そして、経常利益はどうか。

1985年には第一四半期、5兆5344億円だったが、2000年には約11兆円に、すなわち倍近くになっている。

	資　本

(当期末)[注参照]
	負債総額＋資本(当期末)
	資本金

(前期末)
	資本金

(当期末)
	経常収益
	従業員数(人)

	
	
	
	
	
	

	1,013,847.71
	5,594,390.94
	278,576.76
	281,317.38
	55,344.35
	19,869,510.00

	1,897,597.60
	9,563,515.60
	472,914.72
	488,431.68
	93,215.41
	23,727,988.00

	2,518,191.37
	11,973,505.88
	656,560.42
	657,128.49
	63,697.53
	30,862,480.00

	3,015,835.19
	12,538,271.93
	773,579.97
	769,112.29
	109,812.43
	32,937,357.00


なぜ、資本が増えてくるのか。儲けが増え、その儲けが資本として蓄積されるからである。これを資本蓄積という。資本金は基本的に毎期ごとに増えてきた。(上の表での例外は、2000年1月―3月期だけ)。この長期的傾向＝長期的法則性を確認する必要があろう。1981年1月はじめの資本金（27兆8576億円）が、2000年3月末には、76兆9112億円に、すなわち、2.76倍に増えているのである。

儲け（金を貸す人にとっての儲け=利子・割引料、株式を所有する人の儲け＝配当金、土地を所有する人の儲け=地代、不動産を所有して貸し出す人の儲け＝賃貸料、営業成績が良かった役員の儲け＝役員賞与）は、誰が作り出すか？

モノやサービスの生産過程における従業員全体の働き(労働)である。

すなわち、従業員全体である。

伊丹の｢従業員主権｣、｢人本主義企業｣は、この事実にこそ基礎を置かなければならないだろう。

全従業員が働き、物を作り出し、しかも価値の増えたものを作り出し、それを市場で販売し、利益として実現してきた結果である。その利益が蓄積・規模拡大に向けられて来た。そうした結果が、資本蓄積と拡大再生産である。

バブルの後遺症としての資産価値下落にもかかわらず、営業収益・基本的な資本蓄積機構が機能していることは、確認しておく必要があろう。

� 日本の法人企業の付加価値統計(下記、第5参照)の租税公課をみると、法人企業の負担している租税公課は、年によって違うが、下記のようである。少なくはないか？


　租税公課�
143,363�
5.3�
113,593�
4.3�
107,279�
3.9�
97,515�
3.8�
100,415�
3.9�
�



� ジョセフ・E・スティグリッツ『マクロ経済学(第2版)』(藪下史郎、秋山太郎、金子能宏、木立力、清野一治訳)、東洋経済新報社、2001年。


� 同、p.4.


� ｢労働者｣というのは、現代の企業では、従業員全体(経営者から末端の社員までの全体)である。彼らは、企業内の社会的労働の編成(協業と分業、それぞれの職務の分担関係と仕事の有機的な結合)において生産過程(新しいものやサービスを産み出す過程)を担う。したがって、現在普通に使われる言葉を使えば、企業の従業員総体ということである。


取締役等の経営者の場合も、経営実績に応じて株主総会で承認を受けることになる役員賞与部分以外は、一般管理職(労働)の上位ランクとして、従業員集団の中の最高ランクを経営管理労働(頭脳労働・精神的労働)の所得として得ているということである。


経営責任者(役員)は、経営悪化でも、通常の一般管理職のしかるべきランク以下はもとより、一般従業員以下に報酬が切り下げられることはない。役員報酬システムは、企業業績(最終的には当期未処分利益)と直結する株主配当金とは違う。


� 企業に入る時点で、契約（給与表）で、前もって基本的な額が年齢や職務に応じて（すなわち仕事の能力＝労働能力に応じて）定められている。


支払いは、月給の場合、実際に仕事をしたあと、すなわち労働力を消費したあとで（すなわち労働時間と生産物につぎ込んだあとで）、たとえば20日とか25日とかに支払われる。


� ｃ部分は原料(生産期間ごとに全部消費)などの流動資本や機械・建物等工場設備(その減価償却部分)などの固定資本から構成され、他の資本・企業に対して支払うものと同じ価値。それを当該生産過程で、新しい生産物に移転する。


ｖ部分は労働者(従業員全体)の賃金・給料として支払うものと同じ価値。それを当該生産過程の労働・仕事で付け加える。(付加価値の一部)・・・現代の労働・仕事は圧倒的に頭脳労働(頭を使い、機械類を使って、情報を処理する精神労働)


　ｍ部分だけが、この生産過程での純然たる増加部分(付加価値のもう一つの部分)。


　正確な理解のためには、『資本論』第1巻の第4章、第5章を読む必要がある。


� 現代産業資本の主要な企業（法人企業）の貸借対照表を見るとわかるが、法人資本（法人企業）は、株式資本（株主）と借入金（長期短期に金融機関から借り入れる資金＝負債や一般から公募する社債＝負債など）を元手に、それを投資して資産を購入し、生産活動を行っている。


　負債(長期短期の借り入れ)に対しては、利息(銀行・社債所有者などへ)・割引料(手形)を支払う。地主に対しては、地代を	、その他の不動産所有者には賃借料を支払う。


　株式資本に対しては、期間ごとに、当期純利益の中から配当を支払う。


企業の役員には、当期ごとに、その純利益の稼ぎ高に応じて、役員賞与が株主総会で承認される。


� 産業資本は、労働者＝従業員（＝ｖ）を雇い(すなわち労働力商品を購入し)、生産手段(＝ｃ、工場機械設備のような固定資本＝減価償却で価値移転するものと原料・補助財・電流・燃料などのような流動資本)を購入して、物やサービスの生産を行う(産み出す)。その過程は同時に、資本が支払った額（ｃ+v）よりも多くの価値（ｃ+ｖ+ｍ）を生み出す過程でもある。新しい物を生産するだけではなく、それが投下(支払った)額よりも価値の多いものを作り出し、それを市場で販売して、実現しなければならない。


� 産業企業の全体・・・生産過程における産業の指揮者・経営者と労働者・勤労者の全体としての生産活動・価値創造活動・価値増加活動。


� ｃ＝それ自体の価値は、生産過程の始まる前と終了時点で変化がなくコンスタントで、新しく生産される商品に価値が移転されるだけの部分。


　原料・補助材料など流動資本と機械・工場設備など固定資本部分（その償却費が生産物の価値を構成することになる）からなる。


� ｢必要｣と｢剰余｣とはいかなる意味合いか？　


マルクスは、労働者・従業員の生計費として支払われる賃金給料を働く人間が生きていくうえに必要な労働部分に対応するという意味で、必要労働といい、それ以外の部分を剰余労働とした。その剰余労働が生産物に投下され対象化されたものを、剰余価値という。


人間はいつの時代も、必要生活物資を獲得するための労働(時間)だけではなく、余剰部分を産み出してきた。その余剰部分は、生産の拡大のため(蓄積・拡大)、災害等の予備のため（社会保障）、社会の共同の目的（安全秩序維持など）のためなどに使われた。剰余労働が、どのように取得され、どのように分配されるか、これが生産様式(共同体的生産様式、自立的独立自営的生産様式、資本主義的生産主義的など)によって違う。





現代の法人企業の場合、新しく付け加えられた付加価値の一部分であるｍ＝剰余価値は、利息(借入金に対するもの)、租税(政府に対するもの)、地代、配当(株式資本にたいするもの)や役員特別賞与、内部留保（将来の投資のための内部蓄積・・・資本蓄積の主要源泉）などに分かれる。





財務省の法人企業付加価値統計の項目(後掲の第5表参照)は下記のように整理できる。





　　企業に働く労働者（従業員）全体の総労働時間・総仕事時間で、付加価値を生産�
�
必　要　労　働�
剰　余　労　働�
�
人　件　費


 �
支払い利子


賃借料など�
租　税・公課


 �
営業純益


 �
�
 �
�
働くものとその家族の生活の維持、衣食住の費用、しかるべき教育・文化・余暇の費用、働くものがその社会秩序等を維持するために支払う所得税など国税と地域の共同的公共的生活の維持のために支払う地方税、そのほか各種年金保険料なども重要な支払い項目=具体的な勤労者（国民）の支出動向数値は、総務省統計局の家計調査を参照�
企業・会社・法人が先ず取得する。そこから企業・会社・法人が利子、賃借料・地代、国家的公共的諸制度の維持・国家の維持のため税金（法人税・住民税など）を支払い、残りが営業純益となる。この営業利益から、株主への配当、役員特別賞与、および資本準備金など資本蓄積・経営拡大)�
�
　　�
�
�
�
�
�



�　伊丹が次のように言うときは、まさに生産過程における純然たる増加部分のことを意味している。


すなわち、「企業という存在は、インプットを市場から取り入れ、それに何らかの技術的変換をほどこしてアウトプットに変えて市場に提供している存在である。そのプロセスで、価値が付加されている（つまりインプットの価値よりもアウトプットの価値の方が大きい）ことが企業の基本的機能である」と（同『日本型コーポレートガバナンス』日本経済新聞社、2000年（2002年第4刷）p.23。つまり、G→G’(価値＝貨幣額で表示される同じ質のもので、量的に増えたもの)　


つまり、GがG’（すなわちG+δｇ）に増えていること、が資本主義企業の基本機能である。剰余価値部分＝m=δｇの創造(まさに価値創造)とその実現こそが、資本の機能であり使命である。δ＝デルタ＝ここでは「増加分」の意味


従業員は、自分の生計費(給料分＝支払われる部分・分配を受ける部分＝ｖ)を、企業の中で働く過程で付け加えることだけでは、不十分であり、それを越えて、純然たる増加分(m=デルタｇ)を創造するし、創造しなければならない。





　この剰余価値部分＝当該生産過程(当該年度の企業や国)における純然たる増加分を、スティグリッツは、｢純産出量｣(正確には純産出額)と名づけている。スティグリッツ『マクロ経済学第2版』p.77・・・


　「ある企業が1000ドルの機械を所有し、600ドルの労働とともにその機械を用いて、2000ドルの生産を上げているとしよう。また同年の終わりには、機械は完全に磨耗するものとする。このとき企業の純産出量は400ドルである。すなわち2000ドルから労働のコストを差し引き、さらに磨耗した分の機械の価値を差し引かなければならない」と。


　


ここに明らかなように、スティグリッツにおいて、生産された財・サービスが価値的に増えたことの根拠の説明はない。


｢600ドルの労働｣が意味するのは、一つには支払われた給料600ドル(マルクスは労働力商品の価値だとする)を意味し、もう一つには、時間決めで雇われた雇用者の労働を意味する。この二つ(労働力の価値と労働)が違うこと、純増加分の根拠は、この差にもとづくこと、これが理解されないのである。事実として存在する純増加分を、純産出量と名づけるにとどまるのである。








純然たる増加分の分配


その純然たる増加分を、資本主義的生産の場合は、資本を提供したもの（株主の場合、配当金、銀行などの貸し出しの場合、利息や割引料）土地などの不動産を貸したもの(地代・不動産貸出料)が受け取る。さらに、企業は、｢純然たる増加分｣の中から、法人税・住民税など租税公課も負担する。企業は、社会秩序・法秩序・公共機関の維持のために(立法・行政・司法・社会保障等のため)租税・公課をも負担する。





企業従業員（生活費と公的負担）


企業の従業員も、受け取った人件費の中から、生活費をまかなうと同時に、市民生活を維持するための市民共通費として、租税公課や各種の公的負担を担う。（市民的民主主義社会＝現代社会の場合）


� 付加価値＝人件費＋支払利息・割引料＋動産・不動産賃借料＋租税公課＋営業純益


� ｖ＝人件費


� ｍ＝支払利息・割引料+動産・不動産賃借料+租税公課+営業純益　


� 前年度までの労働の産物(生産物)である。その価値は、過去の(前年度・前過程までの)労働の結果である。


　本年度(当該年度)に労働(仕事)によって新しく付加される価値(付加価値)とは別である。


　本年度の総労働時間(市場での販売による価値実現を踏まえて)が｢付加価値｣として貨幣額で表現される。


� 有斐閣『経済辞典』・・・「一会計年度における企業の経常的な経営活動から生じた利益（経常利益）または損失（経常損失）をいう。これは，当期の営業収益（売上高）から営業費用（売上原価および販売費・一般管理費）を差引いて算出した営業損益に，営業外収益および費用を加減して計算される。当期の経常的な経営業績を示す。 」


営業外収益・・・「主たる営業活動以外の源泉から経常的に生ずる収益。具体的には，受取利息・割引料，有価証券利息，受取配当金，有価証券売却益，仕入割引，雑収入などである。発生の経常性という点で営業収益と共通し，特別利益と異なる。(反)営業外費用
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